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はじめに
　本稿は、中谷紀子さんという女性が兵庫県三木市で学校給食パート調理員として働き、パー
ト労働運動を展開していく歩みをあとづけようとするものである。そのことが社会教育研究に
おいて何を考察しようとすることなのかは次章に述べるが、ここでは中谷さんとわたしとの関
係、記述者としてのわたしの位置を説明する。
　わたしは7年間、自治体の女性施設で学習コーディネーターという非常勤職で働いてきた。
講座にくる女性たちが働き出すとき、年齢や子育て中を理由にフルタイムの職は得られず、多
くはまずパートの職についていた。働き出した女性たちと話していると、　「主婦」であるとき
と比べて「この人、変わったなあ」と思うことが二度あるのに気がついた。一度目は講座で学
んで働き出そうとするときであり、二度目はパートの劣悪な条件に矛盾と怒りを感じて話し出
すときである。職員としてのそうした実感に加えて、わたし自身、非常勤というパートであっ
たし、パート労働運動にかかわっていたこともあって、「パート問題を考えることは、女性の
学習として意味あることなのではないか」と漠然と思っていた。
　そのような時期に、パート労働運動を通じて中谷さんと出会った。最初はとにかくわたした
ちがとれずに悩んでいた諸権利を中谷さんたちがほとんど獲得していることに驚き、中谷さん
を自分たちの組合の講師に呼んだり、ともに集会を企画・運営したりした。中谷さんも私も非
常勤だったので経済的なゆとりはなく、中谷さんが組合の費用で上京する際にわたしの自宅に
泊まってもらって、組合のこと以外にもいろいろな話をした。それからは、中谷さん個人の人
柄・人間性にひかれて、「いつか伝記を書かせてください」と約束した。今回はその約束を
「途中まで」果たすことになる。
　その後、わたしは退職したが、中谷さんはパート労働運動でいD’そう活躍を続けている。そ
して、中谷さんをはじめとする臨時・パートなどの形態で働く女性たちに励まされ、現在わた
しは、退職前の非常勤時代の賃金差別について東京地裁に提訴している。
　1998年にわたしが退職する直前くらいから、各地の自治体では、財政難を理由に臨時・非常
勤などで働く職員の労働条件の切り下げや解雇などの動きが始まっていた。わたしが働いてい
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た学習コーディネーターという職も廃止された。その後も、雇用保険が不要な常勤の公務員の
安定性1に対し、臨時・非常勤の労働条件悪化と深刻な雇用不安が強まり、その格差がいっそ
う際立ってきていたのだが、2000年に、本稿執筆にあたり、あらためて中谷さんと所属の組合
に調査をさせていただいているさなかに、三木市で学校給食合理化案が示される事態になって
しまった。
　強い組合だと思っていたので、そこですらこの状況であれば、未組織の臨時・非常勤公務員
がおかれている立場では、大変苦しい状態であるに違いない。本稿執筆中にもリアルタイムで
情報が入り、本稿作成の意味や目的を何度も考えた。わたしが在職中に感じていた「漠然とし
た思い」は、本稿作成にあたっての動機をなしている。わたしは、パート問題を考えることは、
フェミニズムが長く身のうちに抱えてきた「主婦」と「働く女」という二項対立を解く鍵だと
考えている。パート労働運動の中で、働きながら子育てをしてきた常勤の女性職員が、パート
労働者に対して「子育てのために一度辞めたんでしょう？わたしは働きつづけてきたのよ」と
でもいうべき感情をしめすとき、あるいは単なる無理解や無関心に、その溝の深さを感じてき
た。そして、パートの女性たちが、職場や組合から保育園のお迎えに駆け出すように帰ってい
く姿をみていて、だからこそ、パートの立場で考えなければならないと考えている。
　「女性が働きつづける」ことを可能にするには何が必要か。中谷さんの生きかたに学びたい。
1　本研究の目的
　本稿では、労働運動を通して、中谷さんの認識の変化を追うことを目指している。そこで、
まず、戦後の社会教育の政策と研究のなかで労働者教育がどう位置付けられてきたか、、また女
性政策の中では女性が働くことがどのように位置付けられてきたかを検討する。
　労働者教育論については戦前から膨大な蓄積がある。なかでも労働運動史とのかかわりで労
働者教育論を検討することは重要な課題だと考えるが、本稿作成にあたっては力量が及ばず、
今後の課題としたい。今回検討するのは、社会教育・生涯学習・労働・女性という視点からみ
た政策・研究の動向である。
（1）社会教育等の政策における労働者教育
　①労働者教育の所管
　教育基本法（1947年）第7条では、社会教育の定義に、「勤労の場」で行われる教育を含め
ている。しかし、社会教育法（1949年）第3条における定義では、この言葉は入っていない。
また、自治体の社会教育行政においても労働者教育に取り組むところは少ない。　「職業・労働
の問題は人々の生活にとって切実な課題であるにもかかわらず、その問題と正面から向き合う
社会教育実践の蓄積は乏しい」2といわれている。
　こうした経過について、文部省と労働省の間で、労働者教育に関してすみわけが行われ、
「職業訓練は教育基本法制の枠外に置かれたままになった」3という問題が指摘されている。
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　1948年の教育刷新委貝会において「労働者に対する社会教育」が取り上げられ、　「従来の労
働者教育が労働問題、労働関係の法規の理解、組合運動の技術（戦術）の教育に偏していたの
で、職業教育や一般的教養をもふくむ労働者教育の必要を明らかにしようとした」4。文部、労
働両省はこれを受けて、労働省労政局長・文部省社会教育局長通達5を出して次のような所管
の分掌を定めた。
　　　　　発社二〇九号（二三・七・二八、都道府県知事宛、労働省労政局長、文部省社会教
　　　　　育局長）労働者教育に関する労働省（労政局）、文部省（社会教育局）了解事項に
　　　　　ついて
　　　　　　　　（略）
　　　　　一、労働省（労政局）の所管する労働者に対する教育行政（以下甲とする）と文部
　　　　　省（社会教育局）の所管する労働者に対する教育行政（以下乙とする）とは次のよ
　　　　　うにその重点を異にする。
　　　　　目標甲　健全中正な労働組合運動の発展を図り、あわせて合理的平和的且つ迅速な
　　　　　　　　　労働関係の調製に資する。
　　　　　　　乙　公民教育の一環として社会の一員たる労働者が健全なる社会人ないし公民
　　　　　　　　　として必要とする教養の向上、知識のかん養、人格の陶やに資する。
　　　　　内容甲　1労働関係所法令の普及徹底に関する事項。2内外にわたる労働組合、団
　　　　　　　　　体交渉、労働委員会等労働諸事情に関する公正な情報の提供に関する事項。
　　　　　　　　　3その他労働問題の観点よりする諸問題の紹介及び解説に関する事項。
　　　　　　　乙　1一般公民として必要な知識の向上に関する事項。2科学技術の原理及び
　　　　　　　　　応用に関する事項（工場内において行われる技術訓練を除く）。3情操陶
　　　　　　　　　やに関する事項（芸術、文学、音楽に関する教育、視聴覚教育等を含む）。
　　　　　　　　　4その他公民としての資質の向上に必要な事項。
　この通達では、労働者教育のうち労働問題に関する事項を労働省が、「公民」育成と科学技
術・情操に関わる問題を文部省が所管することとなった。
　②労働力需給調整から職業能力開発へ
　労働行政における教育的側面である職業訓練は、次のような成り立ちであった。
　　　「わが国の体系的制度的な職業訓練は、第二次大戦下での軍事政策の中にその出発点を
　　　もつ、とされている。　『工場事業場技能者養成令jの制定、職業補導所の設置がそれで
　　　ある。前者は事業内職業訓練につながり、後者の系統がそのまま公共職業訓練につな
　　　がっている。職業補導所は、貧困からの救済という慈恵的施策に端を発したものである
　　　が、漸次失業対策的な色彩を強めていく。そして、戦後、昭和二十二年制定の『職業安
　　　定法』によって積極的に労働力需給調整をはかる施策として位置づけられ、さらに、
　　　『職業訓練法』が制定されて後は、同法による訓練体系の重要な一貫となったのであっ
　　　た。」6
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　このように、労働力需給調整を主な目的とした職業安定法（1947年）、職業訓練法（1958年）
が定められ、労働者の新規ならびに再就職のための公共職業訓練は労働省の所管となった。し
かし、ここでいう「労働者の再就職」においては「主婦の再就職」は想定されていなかったの
ではなかろうか。労働者教育の施策に「主婦」が入ってくるのは80年代のことである。
　80年代に職業訓練法は職業能力開発法へ改正（1985年）され、臨時教育審議会（以下臨教審、
1987年最終答申）の「職業能力開発」に関わる議論を経て、労働者の再教育に関わる施策が
「職業能力開発」へと転換していく。臨教審は、　「生涯職業能力開発の総合的推進」を掲げ、
「とくに、専門職、技術職、事務職などのホワイトカラーや女性の職業能力開発体制の整備の
遅れが問題となっており、これらを含めて、企業における勤労者の生涯職業能力開発を積極的
に推進する必要がある」ということとともに、　「公共職業訓練施設は、…中略…企業において
対応が困難な中小企業労働者や離転職者、女性の再就職希望者等の多様な教育訓練の機会を充
実する」ことをあげた（下線はいずれも引用者）。そして、1992年には生涯学習審議会が「今
後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について」という答申のなかで、「現代的課題
に関する学習機会の充実」として「男女共同参画型社会の形成」をあげている。生涯学習政策
は、結婚・出産後の女性の再就職・職業能力開発という視点をもって、文部・労働などの省庁
が関わることとなった。
　③女性施策と文部・労働行政のかかわり
　さらに、国連女性の10年後、80年代後半から「女性の時代」、90年代に「フェミニズムの主
流化」といわれる女性にかかわる施策の展開があり、女性の労働力化、なかんずく子育て中・
終了後の女性の再就職（M字型雇用曲線の底上げ）が、労働・社会教育・生涯学習・女性など
の行政において政策的に課題化する。
労働行政では、男女雇用機会均等法成立（以下均等法、1985年）とともに21世紀職業財団を
設立し、　「女性の能力発揮促進事業」　「両立支援事業」　「短時間労働援助事業」を実施してい
る。7他方で、均等法の制定とともに労基法の女性保護規定（時間外・深夜業）などの規制が
緩和された。労働法制の再編が進み、労働者派遣法（1985年）、パート労働法（1993年）など
非正規雇用をめぐる立法があり、1997年の均等法改正でセクシャル・ハラスメント防止のため
の雇用者の配慮義務等がいれられ、1999年には労基法が改正されている。
　文部省は1986年度に国庫補助婦人学級のなかに「婦人の職業生活準備セミナー」を、家庭教
育学級のなかに「働く親の学級」を事業化した。890年代の後半は男女共同参画に関わる施策
が省庁横断的に展開し、1996年に、男女共同参画推進本部（総理府）が策定した「男女共同参
画2000年プラン」にもとづき、1999年度から文部省は「女性のエンパワーメントのための男女
共同参画学習促進事業」を実施している。9また、1999年は男女共同参画社会基本法が成立して
いる。
　女性の再就職にかかわるこれらの複合的な政策が前提している社会は、少子・高齢化の結果
として若年労働力が不足する社会であり、終身雇用制を限定し雇用を流動化しようとする社会
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である。雇用の流動化を目指す意味では、労働力受給調整も職業能力開発も共通しており、雇
用者側の利益が優先され、労働者が自分の生活と労働を一貫してとらえる視点を欠落させた労
働者教育ではないか。　「技術」や「能力」の再教育が長く労働者教育の政策的な課題とされて
きたが、それだけで規制緩和と競争原理の社会、労働者の自己責任を問う社会を生き残れると
は考えにくい。女性も男性も、生産と再生産の関係を問い直し、労働者の主体性を自ら育て、
社会のあり方に主体的にかかわっていく力の形成こそが求められる。
　また、上述のように生涯学習や女性施策において、「主婦が働き出す」ことを目指す講座が
数多く取り組まれるようになってきたが、均等法とセットで成立した年金・税金の世帯主義、
「主婦優遇」の社会保障政策の基本理念が変革されない問題が指摘されている。
　　　　　「21世紀を前に施行される社会政策にあっても、制度や政策にバックアップされた
　　　　ライフスタイルを選ぶ男女とそうでない男女の努力に対する見返りの格差は続く。ど
　　　　んな家族やライフスタイルを選んでも社会政策を中立にすること、個々人の自己選択
　　　　と自己責任に見合った形で所得と所得の再配分において受益と負担を連動させること
　　　　が、高齢化と経済のグローバル化が進む先進国に共通な課題となっているが、日本の
　　　　政策転換には課題が多い。」1°
　女性の労働力化が進められている一方で、「主婦優遇」政策は温存されたままなのである。
　さらに、女性の労働力化自体も、均等法制定後「女性労働者の数は、1985年の1，548万人か
ら、95年には2，048万人になった」が、　「女性の職域拡大による賃金水準の均等化は、一般職
やパートタイマー女性の増加による低賃金化によって相殺された」Uといわれている。女性の労
働力化は、女性の低賃金化と結びついており、後述するようなパート労働の劣悪な現状がある。
　「主婦が働き出す」ことを促進しつつ、　「主婦優遇」や女性の低賃金が維持される、矛盾し
た政策展開のなかで、現実に行政が行っている講座は、ともすると働きだそうとする女性の
「気構え」や、「家族の協力」によってこの矛盾の解決を図ろうという陥穽に陥ってしまって
いないだろうか。あるいは、パートとして働き出したあとのいっそう深刻な課題に向き合うこ
とを可能にしているだろうか。
　このような問題意識から本稿では、労働運動を取り上げ、パートで働く女性たちが継続的な
関係のなかで、職場・家族の問題を考え、制度を変えていこうとする営みに注目し、学習とし
ての意味を考察する。
（2）社会教育研究における労働運動の位置
　①組織としての労働者教育
　労働者教育論の概説として、日本社会教育学会の『現代社会教育の創造一社会教育研究30年
の成果と課題一』　（1985年）がある。ここでは、
　　一　労働者教育（花香実）　二　企業内教育（山田正行）　三　職業訓練（二階堂和子）
という執筆分担をしている。とくに一では、労働運動における労働者教育の原理・歴史・現状
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分析をしている。その意味からは、労働者教育の「教育主体」、すなわち労働組合・企業・行
政という章の構成の意図が読み取れる。
　労働者教育の「教育主体」というとらえ方でいえば、これまで労働組合と企業が組織防衛と
して労働者教育に取り組んできた歴史があるが、現在では、たとえば介護などの分野でNPO
が労働者教育を担っていく方向も出てきた。また、本稿でも触れるが、労働運動のあり方が多
様化し、未組織の労働者の労働相談を中心に活動するコミュニティ・ユニオンが80年代以降に
各地で誕生している。すなわち、労働紛争自体がきわめて個別的に発生し、それに個別的に対
応しようとする動きがある。わたしは、横浜の女性団体「みずら」の活動に関する共同研究に
参加し、そのなかのコミュニティ・ユニオン「かながわ女のユニオン」について調査した12が、
セクシャル・ハラスメントなどの個別的な労働相談の中で、女性が自己回復していく過程を主
体形成ととらえることができるのではないかと考えた。本稿で、組合員31名の労働組合の関係
の中から、中谷さんというひとりの女性の認識をあとづけようとするのも、そのような問題意
識にもとついている。
　これより先に、日本社会教育学会は1970年に年報『労働者教育の展望』を出している。学会
の年報の主題として労働者教育を取り上げたのはこのときだけである。編集委員会によるその
序論では、
　　　　　「六〇年代、とくにその後半に入ってから、日本の社会教育にようやく成人教育の
　　　　　可能性がひらけてきた。…中略…それは、青年教育と婦人教育を主たる分野として
　　　　　措定してきた日本社会教育の歴史的体質の根本的な再点検と転換が今日せまられて
　　　　　いることを意味する。成人の特性が何よりも『労働』に従事している点にある以上、
　　　　　再点検のポイントは、技術革新をともなう経済成長・産業高度化のもとで急激に変
　　　　　化しつつある『労働』そのものの実態と本質を、実践的にも理論的にも究明すると
　　　　　ころにあるであろう。」13
と述べている。
　本稿においても、ここでいわれている「成人教育の可能性」「成人の特性」としての「労
働」という問題意識を継承したい。おとなの学び、なかんずくおとなの女性の学びにとって、
「働くこと」をどう考えるかということは重要なテーマだと考える。
　この序論では、労働者教育について次のような5つの類型化をしている。　（〈　〉内は引用
者抄）
ー????教養指向型
政治指向型
経済指向型
協調指向型
能力指向型
この類型化では、
〈西欧の成人教育的労働者教育〉
〈社会変革の主体としての自覚を促す労働者教育〉
〈労働組合員教育〉
〈健全な労使関係のために政府・経営者団体によって行われる啓蒙教育〉
〈職業技術教育。企業内教育や公共職業訓練など＞14
「教育主体」としての労働組合・企業・行政の取り組みのうち、労働組合
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が取り組む労働者教育を1から3において三つに分節化している。
　この年報の特徴は、本工・男性・ブルーカラーにかかわる労働者教育が中心に論じられてい
ることである。例外的に、全日自労の機関紙「じかたび」を読み・書く婦人たちの活動と、米
沢市織物協同組合連合会の女子労働者に対する企業内教育が紹介されているが、当時の言葉で
いう「婦人問題」の視点から記述されているものではない。もちろん、国際的合意として「性
別役割分業の否定」の立場を打ち出した女性差別撤廃条約を日本が批准したのが1985年である
ことを思えば、女性が働くこと自体が社会に受け入れられにくかった時代的限界を考慮しても、
日本の婦人労働運動史の軽視と、本工中心主義は否めない。
　この年報だけでなく、これまでの労働者教育論は同様の傾向がある。15これは、社会教育研究
のみならず、当時の労働者教育・労働運動・そして日本社会のあり方が、本工・男性・ブルー
カラー中心の産業秩序にあったのだとみるべきであろう。
　②主婦の職業教育
　しかし、神田通子は1967年にすでに、女子職業教育の基本的条件として家庭と職業との関連
でみたライフパターンの重要性を指摘し、「この教育は、義務教育の最終段階で徹底して行わ
れることが望ましい」と学校教育に基本をおきながらも、「現状において、成人した女子を対
象に、組織的な教育活動を行っているのは、社会教育といわれ、…職業教育の基本的条件であ
る選択意識形成のための教育を婦人教育に期待したい」且6と、成人女性に向けた職業教育を婦人
教育で行うことを提案している。　「主婦の職業教育の必要」を指摘したことの意味は大きい。
　ただし、この論で紹介されるのは看護婦の再教育というかなり専門性の高い職域に限定され
た例示にとどまっていること、また全体としてのフルタイマー志向（本工主義）、あわせて
「職業意識一職業選択一技術教育という段階」が必要であるとする主張は、女性全体に一般化
しがたいのではなかろうか。とくに、①働く意識をもち、②職業を選び、③そのための技術を
身につけるという段階説については、女性の日常とかけ離れて整序されすぎており、「教育す
る側」の論理といわざるをえないのではないか。
　前項でみた女性の就労に関する各種施策は、ライフサイクル論と組み合わせた段階説を取る
ことが少なくない。しかし、本稿で後述するのは、　「働きつづけること」をめぐって職場と家
庭と労働組合において20年に及ぶ「闘争」　「葛藤」を続けている、そのような女性の日常であ
る。単線型の段階論ではとらえがたい、職場と家庭をつらぬく女性の認識の変革の過程をあと
づけることを試みる。
　③労働者教育の方法論
　80年代の労働者教育研究の動向として、大串隆吉「労働者教育運動における教育方法の自覚
と模索」17に示されている、教育方法的な問題意識がある。この論文では、東亜紡績泊工場労働
者の生活記録運動を中心に、日教組・日高教の教研集会、自治労の自治研集会などの研究集会
運動や、労働者教育協会の取り組みなどが分析されている。
　このような教育方法をめぐる議論は、労働運動（「教宣」）の現場で組合員から問い直され、
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運動体のなかで課題化されてきた問題意識であり、企業もまた労働者教育の方法論を追及して
きた蓄積がある。方法の問題は、社会教育研究における学習論を構成する課題であり、従来の
労働者教育論がともすると組織防衛を優先して学習内容論に傾きがちであったことへの反省を
含んでいる。
　本稿では、中谷さんの認識の展開を追うが、そのなかでもいくつかの方法論が含まれており、
それらは、労働組合の組織論と深くかかわるものと考えている。稿を改めて検討したい。
（3）　「公務パート」とは何か
　①公務パートの成り立ち
　日本のパート労働は、1970年代に、デパートなどの流通産業が先鞭を切ってアメリカの雇用
形態を導入したことにはじまるといわれている。高度経済成長期は、1930年代以降形成されて
きた単婚小家族の「専業主婦」が層として出現し、　「男は仕事女は家事育児」という性別役割
分業が固定化された時期であると同時に、夫は日本型終身雇用、妻は子育てと両立できるパー
ト労働という労働形態の分離（垂直的性別職務分離）18が作られていった時期でもあった。当
初、製造業を中心に若年労働力の不足を補う補助的労働、非熟練・有期という「雇用の調整
弁」の役割をもたされた「パート」労働であったが、90年代には第3次産業を中心に「基幹労
働力」19化し、アルバイト・派遣などとともに非正規の労働力が拡大する。
　民間に続いて、公務労働においてもパートという労働形態が導入されるようになるが、1980
年にパートの学校給食調理員を導入した三木市の例は比較的早いものと言えよう。公務労働は
「地方公務員法（以下地公法、1950年公布）」の規制が厳しく、労働組合の組織率も高かった
ので、正規雇用が相対的に長く守られてきたのである。しかし、公務サービスの質の多様化と
量的拡大のなかで、「臨時」「非常勤」「嘱託」などの雇用形態が自治体の多様な分野に増大す
る。
　教育分野も例外ではなく、学校では非常勤講師が増加しているのに加え、学校給食調理のよ
うな現業部門、学校事務にも「公務パート」がおかれている。また、社会教育指導員や、生涯
学習施設のコーディネーター・相談員は「公務パート」としておかれている。中谷さんたち
「パート調理員」が設置される教育法上の根拠は、　「地方教育行政の組織及び運営に関する法
律」第31条3項のただし書きによるものとされ、教育職員の定数外の定めになっている。パー
ト労働問題を考えることは、近年著しい増加が指摘されている、学校教育・社会教育・生涯学
習の非常勤職員問題と連なっているのである。
　日本では1993年に「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」　（パート労働法）が施
行されたが、公務員は適用除外とされた。ところが、地公法は基本的に正規雇用を想定してお
り、3条3項3号の非常勤職員は地公法からも適用除外となり、労基法の最低基準が適用され
ている。地公法が定める「非常勤」は、本来、医者・弁護士など他に本務を持つ人たちを、月
に数日間だけ雇うことを想定したものであったのに、中谷さんたちのように毎日勤務を要し、
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自治体労働者の任用形態
職区分 任用根拠 任用期間 勤務形態　　労使関係適用法 備　　考
期限なし
常勤 地公法n公労法 正規職員はこれに該当
地公法17条
i正式任用）
鵜鐵腰 地公法
n公労法
非常勤職員には定年制が適用されておらず（地公法28条の2第4項）、このような任用は想定されていない
期限付き
常勤 地公法n公労法
繍翻門噛・：r、しr　触層1・㌻べ
地公法
n公労法
労働基準法14条の適用あり　（1年以内の期間で、又は、一定の事業の完了に必要な期間を定めて任用する）
一般職
地公法22条
i臨時的任用）
常勤 　地公法n公労法
　期限付き
i6月。更新に
ﾋり1年まで
@　可）　　　　一
鱗1調㍗い、『註．孕　，
地公法
n公労法
懸轟｝－1聯羅
地公法28条の4
@（再任用）
期限付き
i1年。更新に
謔閧R年まで
@　可）
常勤
??????
地公法28条の4の規定により、「常時勤務を要する職」に
ﾂいてのみ任用可能（非常勤はあワ得ない）
特別職
自治法172条2項
n公法3条3項3号
Eの設置規定
期限付き
常動 ’労組法
護織讐 労組法
特定の学識・経験を有する
J働基準法14条の適用あり（1年以上の期間で、又は、一定の事業の完了に必要な期間を定めて任用する
ノA t　など務条件
地公法24条6、9’
　職員の給与、勤務時
間その他の勤務条件は
条例で定める。
行政粟俄
　臨時的任用の職員
は、給与勤務時間その
他の勤務条件につい
て、別個に条例で定め
ない限り、他の職員と
同様にすべきである。
（昭和31年3月8日／自丁
発33号）
§泡法”
1鴛勤湧騰勤の区割
人事院規則15－12
第2条　勤務時間
　常勤職員の1週間の
勤務時間の4分の3を
越えない範囲。
．地鰹労法’
　団結権、団体交渉権、
協約締結権がある。不
当労働行為の申立てが
できる。（ストライキ権
のみ禁止）
203条2項但書
非常勤職員に対する報
酬は勤務日数に応じて
これを支給する。但し、
条例で特別の定めをし
た場合は、この限りで
ない。
204条2項
地方公共団体の職員に
支給される各種手当を
列記しており、24種あ
る手当支給の法的根拠
となっている。
労基法第14条
・（契絢期間）．
　労働契約は、期間の
定めのないものを除
き、一定の事業の完了
に必要は期間を定める
ものの他は、1年を越
える期間について締結
してはならない。
?
鯉　説
臨職3原則
????????????????????????????????っ??????????? 、??? 。 ??? 、??? 、 ? 、?? 、??? 。??? ? ??? ?、 、????? 、?? ? 。
（一
??????????????????????
図表一1
出典 全日本自治団体労働組合『臨時・非常勤・パートの雇用安定と労働条件改善のために一短時間公務員制度に
むけて一i1996　p．5
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他に本務を持ちえない人（専務的非常勤）にまで、法の主旨を外れて運用しているのが現状で
ある。　「臨時」　「非常勤」　「嘱託」などは、地公法が予定しないような長期継続型の低賃金労
働をいわば「身分」として導入するために、地公法上の規定を脱法的に運用して雇われたもの
であった。
　図表一1のように、自治体労働者の「任用」形態は、17条の正規雇用のほかに大きく分けて
3つの根拠によるとされることが多い。（自治体によっては根拠法を示さないところすらあ
る。）28条の4は定年後の再雇用のことなので詳述しないが、本論で問題にする「臨時」は22
条、　「非常勤」は3条3項3号を根拠とする場合が多く、近年では常勤の規定である17条を根
拠とする場合も増えている。だが、現実には表のとおり、17条（正規）の根拠で「非常勤」、
22条（臨時）の根拠で「常勤」など、数限りない雇用とその根拠の組み合わせがあり、「無法
地帯」をなしている。中谷さんの採用根拠としては地公法第3条3項3号であった。
　このように、地公法の脱法的な運用がおそらく全ての自治体で行われている現実がある。本
論ではこれを総称して「公務パート」と呼
ぶ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　NA2．2％　　8日未満0．9％
　「公務パート」の最大の問題は、不安定雇　　　　　　　　　　　　8日～14日未満5°2％
用と低賃金である。　「臨時」　「非常勤」　「嘱
託」などは、ほとんどの場合有期雇用であ
り、毎年年度末には「来年度自分の仕事に予
算がつくか」と「雇い止め」の不安にさらさ
れている。しかも、民間の場合有期雇用で
あっても雇用契約を一度でも更新した場合
「雇い止め」は認めないという判例があるの
だが、公務は「雇用」ではなく「任用」であ
　　　　図表一2　1ヶ月の勤務日数
出典：自治労「臨時・非常勤・パート職員レポート’97」p．30
組合加入
組合に未加入
???〜??
1．70．9　0．40．5
　　　　　　　　図表一3　年収
出典：自治労『臨時・非常勤・パート職員レポート’97』p．30
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るとして、司法判断が「雇い止め」を許してしまっている。また、　「正規（常勤）」職員と比
べて、「臨時」　「非常勤」　「嘱託」などがあまり変わらない労働時間であるのに（図表一2）、
圧倒的に低賃金である（図表一3）。
　②「公務パート」は「必要悪」か？
　「公務パート」が上述のような「無法地帯」　「脱法的運用」によって拡大してきたのは、近
年の地方行政において、地公法が立法当初予定しなかった行政サービスが求められ、地方自治
体がそれを定数外の人員で補ってきたからにほかならない。これは「正規」職員組合の問題意
識からは、本来あってはならないことであったのであり、労働運動の妥協の産物であった。ゆ
えに本工（常勤）労働組合では「非常勤は必要悪」との認識もあ』た。
　しかし、はたしてそうなのだろうか。ILO家族的責任条約は、家族的責任を負う男女労働
者が他の労働者と差別されないことを求めている。日本政府はこれを批准し、育児・介護休業
法を定めた（95年）。すでに「労働」概念それ自体が、生産と再生産の調和を目指して再構築
されつつある。より人間的な働き方をめざすならば、先進諸国で他に類を見ないほどの日本の
長時間労働の現実こそが問われるべきなのではなかろうか。
　非常勤職員には常勤職員の労働時間の4分の3を超えてはならない、とする規定2°があるが、
中谷さんの場合、一日の労働時間を常勤職員と比べてみると8分の6（常勤8時間、非常勤6
時間）、年間労働日数は245分の210（常勤245日、非常勤210日）である。年間労働時間は常勤
1960時間、非常勤1260時間となる。ドイツのフルタイマーの年間総労働時間が1600時間といわ
れているが、日本のパートの労働時間はこれに近いものである。
　そのように考えれば、非常勤という短時間労働のあり方は「半人前の働き方」などではなく、
むしろ人生の労働以外の時間にも価値をおくものであり、家族的責任という考え方と合理的整
合性を持つものと理解することができる。さらに、人生のある時期に労働者がパートタイムを
選択したり、フルタイムに戻ったりする選択的なパート労働は、労働者が労働時間の決定権を
もつ意味がある。ただし、そのことが可能になるためには、同一価値労働同一賃金の原則によ
り、労働時間に比例した賃金が支払われること、また男女労働者ともに家族的責任が果たせる
ような施策が講じられることが必要であろう。
　「パート」労働はこれまで、民間と公務を問わず、女性に多く担われてきた。そのことの意
味を、男女労働者の家族的責任という視点からとらえ返し、法の脱法的な運用ではなく、短時
間公務員制度を確立していく方向性が求められる。
　その上で、自治体公務労働のうちのどの分野をフルタイマーが、どの分野をパートタイマー
が担うのかということを、十分に吟味する必要がある。現状では常勤と非常勤がまったく同じ
職務内容で非常勤であるべき職務上の必然性がなかったり、市民の必要性から言えば常勤であ
るべき職に非常勤が配置されたりしている。定数制度のドラスチックな改革を視野に入れた、
職員の「適正な」再配置が求められる。
　このような展望にたっていま一度自治体の臨時・非常勤等の制度を見れば、あきらかに低賃
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金の労働力を確保するための「身分制度」である。合理的な理由なく社会的「身分」として格
差づけられている。そしてそのような「身分」に配属されるのは、多く子育て中の女性たちで
あった。次項に述べるのは、このような「身分」としての非常勤職員「学校給食パート調理
員」で働き始めた中谷さんが、解雇撤回等の闘争を経て、パート労働運動を展開していく過程
である。そのなかで、中谷さん自身が働くことの意味をとらえなおし、仲間との関係・家族と
の関係を編みなおしていくプロセスをあとづける。
　なお、本稿では「正規（職員）」ということばを使っている。上述のように、家族的責任を
展望する短時間公務員制度確立の立場からは、「正規」職員と「非正規（あってはならない）」
職員という認識は乗り越えられている。しかし、現状の非常勤制度の脱法性と、非常勤に対す
る差別への批判を込めて、また中谷さんたちの日常において使われている文脈にそくして、正
規職員の語を使用する。
E　中谷さんの自己形成史
（1）中谷さんの生い立ちと家族
　中谷さんは、1944年大阪府布施市（現在の東大阪市）に、父親（警察官）と母親（主婦）のあ
いだに、5人兄弟の長女として生れた。1962年に地元の高校を卒業し、建設会社に就職してい
る。女子は「準社員」という位置付けで、会社の中でも女性は結婚したら辞めるのがあたりま
えとされていた。会社に労働組合はあったがいわゆる「御用組合」で、中谷さんは当時「組合
はダンスパーティを主催するところ」と思っていたという。
　1969年に結婚し会社を退職、「専業主婦」となって神戸市垂水区に移り住み、3人の子ども
を出産している。結婚後10年目に、一度、アルバイトで調理の仕事を2年間くらいしていた。
1980年に、現在住んでいる兵庫県三木市に移り住んだ。この年の8月に調理師の資格を取得し
ている。調理師は2年間の実務経験を要する国家資格である。中谷さんはアルバイト先に調理
の実務経験を証明してもらい、調理師試験に合格した。
　①資格をとって働き始める
　中谷さんが、アルバイトをし、調理師資格をとって働き出そうと思った理由は「家を建て替
えるため」であった。一般に、パートで働く女性の就労動機は「経済的理由」が多い。自治労
の調査でも公務パートで働く女性たちの就労動機は図表一4のように、「生計費を得るため」
「家計の不足補助」「住宅ローン等」「子どもの教育費」「自分自身の金が必要」等、経済的理由
が多くを占める。
　働き出そうとする中谷さんを、同居していた夫と子どもたちが応援してくれた。
　この年、三木市が市立の小学校で働く「学校給食パート調理員」を募集した。18名の募集の
ところ中谷さんを含む158名が応募した。
　このとき採用された女性が、のちに次のように書いている。
　　　「学校給食のパート採用を受けるにあたり、正規職員の募集をいつされるかを聞きまし
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　　　　　図表一4　働き始めた動機
出典：自治労『臨時・非常勤・パート職員レポート’97』p．37
　　　たが、正規の募集は今の正規の方がやめられないかぎりないと言われ、パートで受ける
　　　しかなかったのです。しかし、入ってからですが、課長から、1年契約ですが働く意志
　　　があればず一と働いてもらいます。こちらからやめてもらうことは言いませんと言われ、
　　　ですから、私はこれから先、体が動くかぎりこの仕事が続けられると思っていたのです。
　　　身分はパートですが、私はあいまいな気持ちで又暇つぶしで働いていません。」2｝
　条件の悪いのは承知の上でパートに応募したのだろうと、多くのパート労働者は思われてい
る。しかし果たしてそうだろうか。募集時に条件が示されなかったり、募集時から条件が変
わったりする例は、公務パートにも少くない。また、「承知の上」であったにせよ、それが主
体的な選択の結果というよりは、年齢や子育て中を理由に、パートしか働く道がなかったので
はあるまいか。あるいは上記の人のように、すでに正規の職に被雇用者がいたかもしれない。
　日本のパート労働事情の劣悪さを考えたときに、採用時に選択可能なフルタイムとパートタ
イムの職があって、両方を比較均衡の上、パートタイムを「選ぶ」ことなど考えにくい。ただ、
「家庭に支障のない範囲で働ける」という事情、すなわち女性個人の主体性にかかわる問題と
いうよりも、むしろ家族との関係の中で生ずる事情によって「パートを選ぶ」可能性がある。
　パートという選択が女性の個人的な選択の結果であろうと、家族的な事情であろうと、働い
たのちに、働いた結果として、その処遇に対して「やはり納得できない」ということは不当な
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ことだろうか。それすら不当とすれば、ほとんどの社会変革への道は閉ざされてしまうだろう。
　②　組合の結成
　中谷さんは35歳で三木市学校給食パート調理員に採用された。このとき採用された18名の
パート調理員は全て女性である。市内の各小学校に1名の正規調理員と2～8名のパート調理
員が配置された。中谷さんは1980年の9月から働き始め、翌年4月から自宅近くの、自分の子
どもが通っている小学校に異動した。子ども3人は小学校3年と1年、保育園に行っていた。
　ところが、働き出してみると最初の契約のときに説明されたことと違うことがいくつも出て
きた。たとえば「社会保障は加入予定」と説明されたが、社会保険は1年後にようやく加入し、
雇用保険には入れず、募集要項では「週4日9：00～16：00の7時間勤務」となっていたのに、
実際には週5日勤務となったり、「週4日9：00～15：45の6時間のローテーション勤務」と
なったりしたので、賃金が人によってばらばらだった。
　また、職場の環境も劣悪であった。
　　　「55年9月158人の中から18人が選ばれた。希望と期待を胸に職場へついた。何とこれ
　　　があこがれて入った職場、給食室かと本当に驚いた。設備の悪い、うす暗い狭い何もか
　　　もにおどろいた。でも一生けんめいおいしい給食作りをしようと皆がはりきった。我々
　　　の学校は早くから、給食設備がされてきたので新しい学校とはちがう。食缶の消毒保管
　　　庫がないためすべて湯通しした。ぐらぐら沸いているおかまの中にバケッ・ボール等つ
　　　けるのである。だから、ゴム手袋と言えば絶対必需品である。その手袋がなくては一日
　　　も作業ができないのに買い与えてもらえず家から持参したり（正規の一引用者注）調理
　　　員に買ってもらったりしたことがある。
　　　　一日中、湯気と熱気のムンムンする中で過ごす夏場は、常温30度以上はある。下着な
　　　どいつも汗でベトベトになる。又、冬場はコンクリートで冷え、水を流すため冷気がひ
　　　どく、皆くつ下3枚は重ねばきをするがそれでも冷える。
　　　　長い目で考えてみると、本当に恐ろしいような職場だ。」22
　　　「実際に働き出すと過密労働の上、休みも取れず腰痛や腕や手のしびれなどを訴える仲
　　　間も多く、労災も労働基準監督所が驚くほどの数でした。」23
　約束不履行や雇用管理のおかしさを感じて、中谷さんは働き出して6ヵ月後、3月に、仲間
の18名のパート調理員に「いっぺん集まらない？」と呼びかけた。そして「このままやったら
あかん」と話し合って、市役所の職員組合（市職）に相談に行く。そして1年間のオルグを受
けて、2度目の採用者も含め40数名で、1982年2月、三木市学校給食労働組合（以下三木市学
給労）を結成した。
（2）三木市学校給食労働組合の活動をとおして
①解雇撤回闘争
　組合結成後、要求書を提出したり団体交渉を行ったりして、社会保険の加入や健康診断の実
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施を約束させるなどの成果が上がった。しかし、　「根本的な労働条件の改善（11ヶ月雇用を12
ヶ月にする事、時間給を時間給と固定給の併用にする事、雇用保険に加入、年休を職員並みに
等）は何一つされなかった。しかし、その交渉のなかで物資の品質の悪さや備品の不足、機械
の不備、人員不足等は少しずつ改善されるようになってきた。］24
　ここでいわれている「llヶ月雇用」については、後に改めて検討するが、このことをはじめ
何人もの労働災害を招いた職場環境の問題等は、パート労働者にとって重要な課題であった。
ここでは、パート労働者が自分たちの労働問題の交渉当事者となろうとする意志と手段（労働
組合）を獲得したことを確認しよう。そして、6月12日の団体交渉では、「従前どおり雇用契
約を自動継続することを要求、当局、6月末に方針決定の旨回答する」25という結果をえている。
　ところが、組合結成からわずか5ヶ月、すでに一度契約を更新し、　「こちらからやめてくれ
ということはない」と言いつづけてきた当局の態度が一変した。
　　　「七月に突然雇用切れのため新規募集すると市の広報誌に一方的に出されました。私た
　　　ち全員の首切り攻撃を仕掛けてきたのです。明らかに組合結成に対する報復でした。七
　　　月一日には当局が一方的に給食材料を止め、ストライキに入らざるをえませんでした。」26
　中谷さんはこのときのことを次のように述べている。
　　　「首切られんように組合作ったのに、何で解雇されんならんの。〈ダメもと〉やし、間
　　　違ったこというてないんやから徹底的に闘おう、一人でも闘おうと思った。」27
　組合結成を理由に解雇すれば「不当解雇」である。三木市学給労は、数名の脱退者を出しな
がら、地方労働委員会に提訴する。
　このときのことを、1年後に組合員がこのように書いている。
　　　「苦しい苦しい日が何日も続いた。子供達にも可哀想な日が続いた。　『お母さんどうし
　　　てやめさせられるの？』という疑問に対しても一言の説明もできなかった。…中略…総
　　　務部長、総務課長、教育次長、××課長を囲んでの交渉が始まった時、迫力にまずびっ
　　　くりした。それにしても目前にした4人の方の態度に腹がたった。じっと聞いていたが
　　　今こそ自分達の気持ちを聞いてもらわないともういうときがないと突如判断した。」28
　三木市職が強力にバックアップしてきたことはいうまでもないが、三木市学給労は単組であ
り、現在まで組合員全員参加で団交を行ってきている。その意味では徹底した直接民主制であ
り、一人一人が交渉の過程をすべて見聞して、仲間とともにそれらの交渉をどう考えるかを話
し合ってきた。そして解雇が提示されたとき、組合員たちが自分の言葉で解雇の不当性を語り
始めたのである。
　しかしながら、現実には組合員の動揺は大きかった。
　　　「多大な期待をしていた地労委でのあっせんを不調に終わらすより方法がないとわかっ
　　　た時、みんな最後まで闘うことを意志統一したが、私自身『もういいわ』と投げ出した
　　　くなったのです。こういう経過の中、いつも心の底には『組合が出来なかったら闘争せ
　　　ずに、スムーズに昨年同様継続雇用になっていたのでは？』と言うことがありました。
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　　　だが、抗議行動に入ってからは、この気持ちもふっ飛びました。なぜならば、ご支援い
　　　ただいている方々が一生けん命、我が事のように当局へ訴えてくださっているのを見て、
　　　正しいことはどこまででも貫かねばわかってもらえないと思ったのです。」29
　　　「最初は不安でいっぱいでした。時には自分の心の中で、組合活動する事に『これでい
　　　いのだろうか、もし脱退すれば、公募になった時、採用してもらえるのでは』と、助平
　　　根性が出そうなこともありました。でも、組合の人たちを信じ、やるのなら梅いのない
　　　ように闘おうと頑張って来ました。団体交渉の中でも、体が縮むような思いになるとき
　　　もありましたが、これくらいしなければ、わかってもらえない当局なのだと、心に言い
　　　聞かせることもしばしば。又、近所の人たちと話し合っていても、本当にわかっている
　　　人には出会えませんでした。　『パートの身分でありながら、あまりにも虫が良すぎるの
　　　ではないか』といわれ、腹が立ちました。」3°
　　　「まわりから言われました。パートの身分で市と戦っても、まけるのわかってるやない
　　　の、だったらしんどい事やめといたらと。いくら市といえども理由のない解雇、納得が
　　　行くまで私自身気がすみません。」31
　当局はもとより、知人も、また身近な家族からも、「パートの身で」解雇を撤回させるなど、
理解されにくいことであったにちがいない。また、中谷さんも含め労働運動の経験がない組合
員にとって、さまざまな大衆行動をすることに大きな心理的抵抗があったであろうことも想像
に難くない。しかし、まさにそうした行動を通して、組合員は自分たちが働き続ける意味をと
らえ直していくことになる。
　　　「1年1年募集をして入れ替えをすると、市はこのたび言われました。私たちのときと
　　　同様、又、最初は混乱し、慣れたころには入れ替え、これの繰り返しをしなくてはいけ
　　　ません。これで学校給食が進展してゆくと考えられているのか不思議です。又そんなに
　　　軽く、私たちの身分、パートなり仕事を考えられていたのかと思うとがんばってやって
　　　きたのが何だったのか、力が抜ける思いです。」32
　調理員は経験・熟練を要する職である。またチームで働かなければならないのに、常勤ひと
りを残してパートだけ毎年入れ替えるということ自体、雇用管理のずさんさを示している。
　そして、この解雇撤回闘争のさなかに、十数名の組合員は2年の実務経験という受験資格を
もとに国家試験を受験し、全員調理師免許を取得する。働きつづける意志を、そのようなかた
ちで作り出しているのである。
　組合員たちは朝昼晩3回家に帰って、家族の食事を作ってから組合に駆けつけ、ビラ配りや
署名、座り込みを行って解雇撤回を求めた。組合活動をしていくときにも、子育て中の女性た
ちは家族的責任を担いながらのことであった。中谷さんは、地労委や弁護士のところに行って
帰れないとき、仲間が中谷さんの家族に食事を作ってもってきてくれていたことが今も忘れら
れないという。また、別の組合員はつぎのように書いている。
　　　「初めのうちは、2～3回話し合えば解決するだろうと考えていましたが、たびたび重
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　　　なる交渉が引き続き、夜半過ぎることがしばしば有り、一方家庭をあける事もしばしば
　　　で、主人に『やめろ』などと云われ、正直言って、職場と家庭の板ばさみになり、考え
　　　込みましたが、…中略…わたし1人としては何もできませんが、パート全員が団結し、
　　　闘うことは、何物よりも強いものだとあらためて思う次第です。」33
　一家の「主婦」が、「家を空ける」ということは、一般に「許されないこと」であるが、「板
ばさみになり」　「考え込む」なかで、それでもいま自分は仲間とともにたたかっていくのだと
思い直す力が、現実に家族との関係の変更を迫っていく。本稿作成にあたって、組合員に書い
てもらったアンケート（資料1、p．32－35）によれば、下記のとおりである。
　「組合運動を続けている中で、ご家族との関係に変化がありましたか」との問いに対し、
変化があった 21通
変化はなかった 2通
その他 4通
無回答 4通
（配布31通、回収31通、2000年11月）
　このうち、変化があったとする回答には次のようなものがあった。
　　　「主人は、組合にはまったく関係のない人です。解雇闘争のときは、もう給食なんかや
　　　めてしまえと言っていましたが、私がいろんな出来事等いろいろ話をしていく中で、今
　　　では交渉で夜遅く帰ってきても寝ずに待っていてくれるようになりました。］34
　　　「ありました。私が夫より強くなった。のかなあ。『今日は組合の用事で帰りが遅くな
　　　るjと出かけても、　『ああ組合か』と、こころよく出かけさせてくれるようになった。
　　　それにこんな日は食事が手抜きでも何も言わなくなった」35
　　　「首切りのときは、主人から『辞めてしまえ』と何回いわれたか知れません。『バレー
　　　ボールに行く』といっては、ユニホームのまま、集会に行きました。家でも何度議論し
　　　たかわかりません。20年たって、現在は『組合に行く』といっても、家事も手伝ってく
　　　れます。内容もよく聞いてくれます。」36
　　　「夜おそくまで組合運動をしていると『たかがパートでなんでそこまでせなあかんね
　　　ん』と主人にはいわれつづけてきました。でも子供達はお母さんが自分達と同じ学校で
　　　仕事をしている事は“ほこり”とまではいかなくても安心感はあったみたいです。今で
　　　は主人もあきらめ、又かというような顔で何もいわなくなりました。」37
　組合活動を、給食の仕事を、「やめてしまえ」といわれること。女たちは何度このような経
験をしてきたのだろう。そしてそれでも、食事の支度をし、家族に気を使って、組合に集まっ
てきたのだった。この、解雇撤回をはじめとする20年間の運動の中で、中谷さん自身も、夫と
の関係が変わったと思っている。
　　　「働き出すとき夫は『働いてもいいけど家庭に影響のないように』といっていた。その
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　　　後組合をはじめてから、泊りがけで組合の活動があるときなど『パートの身でなぜそこ
　　　までやらなければならんのか』といっていたが、自分のためだけでなく仲間が支えてく
　　　れていることがわかって、『とことんやってこい』　『組合やったら車のせてったる』と
　　　いうようになった。みんなと一緒にたたかっていることをわかってくれていると思う。j3S
　また、いまひとつの回答は性別役割分業のより本質的な問題を照らし出している。
　　　「家を留守にする事が増え、はじめは自分自身に割り切れない気持ちがあったけれど、
　　　家族の理解と協力をえて、泊りがけの活動も出来た。私の家族は協力的だったので、出
　　　来たと思う。」39
　つまり、「家を空けること」を許さないのは「主婦」である自分自身だったのであり、その
意味で組合の活動を続けていくことは、アイデンティティの変革を迫ることだったのである。
このように、家を空けることや家族に迷惑をかけることをつらく、後ろめたく思う気持ちは、
解雇撤回闘争の直後に書かれた議案集の組合員の文章に溢れている。この回答を寄せた人は、
アンケートの別の問い、「『女性が働きつづける』ということについて、今、どのようにお考
えでしょうか」に対して、次のような回答を寄せている。
　　　「子育てで、働かず、家にいた時、　（35歳ぐらい～）働いている女性が、とてもはつら
　　　つと見えて、うらやましかった。私も働きたいと考えていた。私は下の子が小6の時か
　　　ら今の仕事についたけれど、働けるあいだはずっと働きたいと思っています。今の時代、
　　　女性も、自分の仕事を持って働き続ける事は大切な事と考えます。」4°
　解雇に対して抵抗すること。辞めないこと。女が働きつづけること。自分自身が働きつづけ
ること。三木市学給労で、解雇撤回を含めその後も労働条件の改善を一つ一つ勝ち取っていく
過程は、アイデンティティへの問いと答えをなしていたのである。
　しかし、日常生活はそう簡単に変わるものではない。別の組合員は同じ項目にこう答えてい
る。
　　　「働き始めた頃、小学生の子どもを鍵っ子にしてまで出ることは辛かったし、家事全般
　　　怠らず、夫の世話も支障なき様にしてまで、お金のためとは言え、働くことが必要かと
　　　悩んだが、今は女性も仕事を持ち、家事分担しながら、それぞれ自分のことは自分でし
　　　て、働きつづけて当然と思うようになった。けれども我が家では実行できないことが
　　　くあります。何か夫への気がねがあるのです。」41
　日常を変革する、ということはひとことで言えても、現実はおそらくこのような葛藤のくり
かえしなのではあるまいか。女性が働くことには、いまだ強い向かい風が吹き続けている。社
会からも、家族からも。わたしは、この「ジェンダー・バイアス」という風は、女性を立ちす
くませるほどに強い一若い女性も、子育て中の女性も一と考えている。その風と向き合い、一
つ一つ自分の答えを出していくことが、自分にとって「働きつづける」ことの意味を確認する
ことにほかならない。
　さて、解雇撤回闘争を通じて、中谷さんをはじめとする組合員は、女性差別を感じていた。
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次のふたつの文章は、交渉の過程で当局から発せられた言葉に対して憤りを感じている。
　　　「女だてらに、パートのくせにという昔ながらの考え方が今も生きていて、少し威かせ
　　　ば簡単につぶれるだろうと思われていたのかもしれません。でも私達女にも不合理なこ
　　　とに対する怒りもあり、簡単に首切りが出来るものならすればよい、その替り、という
　　　ような意地もありました。…中略…『頑張ろう』の言葉とともに、私自身がとても強く
　　　なりました。」42
　　　「市のトップの腐敗、癒着ぶり、女性差別…に失望した。野
　まさに、こんにち問われている女性に対する「直接差別（女だから）」と「間接差別（パー
トだから）」が結びついていることを、中谷さんたちは実感している。
　中谷さんの口癖は「おかしいやん」である。三木市の問題だけでなく、後述するように自治
労兵庫県本部の執行委員、自治労臨時・非常勤協議会全国幹事や、果てはジュネーブのILO
本部にまで飛び回る活躍をしているが、行く先々で女たちが抱える「パート」という矛盾した
状況に対して「なんで？おかしいやん」を連発している。先の文章で中谷さんは「私達女にも
不合理なことに対する怒りもあり」といっているが、自分の納得できなさ、理に合わなさを、
決して放っておかないのである。
　中谷さんの「理」は、パート差別を許さない、ということであろうと思う。中谷さんが「お
かしい」と思う気持ちは「差別」を鋭く嗅ぎ取っている。と、同時に、おしなべた平等を求め
る意識ではなく、労働時間の比例、勤続に合わせた傾斜配分など、　「比例」　「傾斜」という平
等を追求していく。次項に、具体的な労働条件の改善に関して、中谷さんが志向する、　「理」
を検討する。
　②　12カ月雇用
　資料1のアンケートでは、次のような回答であった。
　「三木市学給労では、解雇撤回、12ヶ月雇用、賃金の比例、退職金など多くの成果を勝ち
取っていますが、ご自分にとってとくに大きな意味があったと思われることは何でしょうか。
複数でも結構です。あわせて理由も教えてください。」　（回収数等は前掲）
解雇撤回 10通
12ヶ月雇用 15通
賃金の比例 10通
退職金 9通
その他 4通
無回答 1通
　中谷さん自身は大きな意味があったこととして「解雇撤回闘争」をあげているのだが、組合
員の多くは「12ヶ月雇用」を勝ち取ったことをあげている。冒頭に述べたように、アンケート
回収中に三木市学給労が定年制や合理化計画を示され、厳しい状況にあることを考慮に入れて
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も、9年越しで勝ち取った「12ヶ月雇用」の意味は大きかった。
　非常勤という雇用形態は地公法の適用除外となり、労基法14条を理由に有期雇用である。し
かし、労基法14条に1年という期間の定めのある雇用を設けたのは、劣悪な労働条件に労働者
を長く置かない、それ以上の雇用は継続雇用とみなすという、労働者保護の趣旨からであった44
が、現実にはこれが社会保障の雇用者責任を回避するなどの脱法的目的で利用され、毎年の雇
用不安を引き起こしている。
　三木市パート調理員の場合、1980年度の雇用は、9月1日から7月31日までの契約で、子ど
もたちが夏休みの8月の1ヶ月間、いったん解雇され、9月に新たに雇用契約を結んでいた。
この「llヶ月雇用」のために、健康保険と年金が1ヶ月間途切れ、雇用保険には入れない一当
局は雇用者負担を回避できる一、そして40日間は給与が支払われないという事態が9年間続い
た。
　じつに、民間の雇用関係の範たるべき地方自治体のしわざとはにわかに信じがたいが、現実
には全国でこのような解雇一契約の繰り返しが行われている。一年刻み、半年刻みで事業所を
渡り歩く公務臨時・非常勤の現実は枚挙に暇がない。「劣悪な条件に長くとどめ置」くために、
このような脱法的な雇用（というより解雇）が繰返されているのである。子どもたちが給食を
安全に、安定的に提供されるためには、当然調理員たちの熟練が求められ、現実に三木市では
20年近く働くパート調理員がほとんどであるが、1ヶ月間のアリバイ的な解雇により、パート
調理員は次のような状態に置かれた。
　　　「10年間の闘いで、長い間8月に1ヶ月（首を）切られるだけで、年3回保険証の番号が
　　　変わり通院している病院では、どうして、同一人物で、同じ職場なのに、保険証番号が
　　　変わるのか病院で聞かれたり、入院しているときも色々な事があり、8月の休みには自
　　　費で健康保険の任意継続をし、国民年金は雇用者負担分も払わなければならず、8月全
　　　然収入のない月が9年ほどあり、8月は子どもの夏休みと重なり出費がたいへんでした。
　　　12ヶ月雇用が取れた時は、最高にうれしかったです。」45
　1989年の夏、ようやく雇用保険に加入できることになり、三木市学給労は1ヵ月間の解雇期
間を迎え、全員で職業安定所に雇用保険を受け取りにいった。そのとき、求人広告と実際の労
働条件がかけ離れていた違反の実態も訴えた。職安では「九月から雇用予約があるものとみな
し休業補償してもらいなさい。市当局に対して行政指導します」との回答を得た。さらに当局
に対して、9月からの契約を「保留する」戦術を取った。2学期の学校給食が提供されない可
能性に、当局が12ヶ月雇用と退職金制度の導入に応じ、実質的継続雇用を勝ち取ったのであ
る♂6
　全員で職安に行き、全員で契約を保留する。三木市学給労は31名の小さな組合だが、この成
果に組合員は「みんなで一緒にやればできる」ことを確信したに違いない。
　アンケートの「『仲間がいてよかった』と思ったことがあれば教えてください」という問い
に、次のような回答が寄せられた。
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「もし組合がなかったら、どんなに不平、不満、不公平、矛盾があっても、陰でグチを
言い合ったり、ストレスがたまる一方でしょうが、仲間がいたからいろんな職場の状況
を話し合ったり、　『おかしいことはおかしい』と云える職場になりました。一個人だと
いえないことも、仲間がいれば何も恐くない、教育長だって恐くない。」47
「仲間というより中谷委員長や霜出書記長がみんなをひっぱって行って下さったので今
まで頑張って働いてこれたと思う。そうでなかったら仕事やめていたかもしれない。」48
　また、　「組合運動を通じて、労働組合に対する考え方は変わりましたか。　『変わった』と言
う方は、誰のどのような言葉・どんな活動に参加して変わったと思いますか。」という問いに
対しては、次のようであった。
　　　「組合という言葉は、最初は恐い感じがしましたが、弱い力のものはみんなで固まって
　　　戦えば大きな力になれることがよくわかりました。」49
　　　「中谷さんの活動を見たり、聞いてたりしていると、闘わないと、一緒になってガンバ
　　　ローと思Lう。」s°
　　　「困難な事でもみんなでねばり強く交渉すれば少しつつでも道は開いて行く事を教えて
　　　もらった。」5【
　　　「今までの活動を通じて、おかしい事はおかしいといえる場所が組合だと思います。相
　　　手の言われるままではなくて、対等の立場で仕事をするには組合が必要だと思いま
　　　す。」52
　組合員にとって労働組合は大きな意味をもつものへと変わった。それは、先に述べたような
31名の仲間一「団結」と呼ぶにはきわめてリアルな31名の個人一とともに勝ち取った具体的な
成果が実感させるものであっただろう。雇用者の都合にあわせて〈雇いあげられる〉ような
「11ヶ月雇用」から、働く女性の側の、働く意志と生活を保障しうる制度（継続雇用）を獲得
したのである。
　「働きつづけたい」という意志と、制度の矛盾を変えようとする力は、中谷さん、霜出さん
という具体的な関係性の中で確信する価値観に支えられている。「そうでなかったら仕事やめ
ていたかもしれない」というくらいに。　「おかしい事はおかしいといえる場所が組合」。さき
にふれた中谷さんの「おかしいやん」は組合貝に支持された内実一働きつづけること一を持っ
ている。
　③賃金と労働条件の改善
　そのような内実のもうひとつの例として、賃金の比例がある。すでに述べたように、パート
労働者の賃金が低く抑えられる現実は、そのような「身分」であるとみなされ、それにより合
理化・正当化され、常態化している。パートだから安くても仕方がない。労働者自身がそのよ
うに思い込まされてしまうほど、日本社会においてパート差別は貫徹している。
　　　「賃金では100万円の課税限度額の問題があり、何人かが当局から一時金返上願いとい
　　　う書類を提出させられていました。費
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　妻が年収100万円以内に抑えることで、夫の賃金にたいし配偶者控除がなされる。いわゆる
「100万円の壁」である。54わたしは、事態を「提出させられていた」とみる中谷さんのものの見
方に、働く仲間の女性たちへの期待と信頼とを感じる。夫の賃金の課税控除を得たいという書
類は、働く女性本人の本当の意志ではない。だから、「夫の扶養家族から抜けてもマイナスに
ならない賃金を要求し、また正規職員と同じ仕事をしていながらの賃金格差の不当性を訴えつ
づけ」55ようと、三木市学給労は確認していく。
　三木市学給労の運動方針は「全貝の正規職員化」である。
　前述したように、各学校には正規職員1名と複数のパート調理員が配置されていたが、その
ことは組合員のいるすべての職場で、日々同じ業務につきながら、極端な処遇の格差を実感さ
せられることを意味している。組合員はパートたる「身分」に強い矛盾を感じたことだろう。
とりわけ三木市の場合は、各校に正規職員を配置していることから見ても、学校給食調理とい
う本来恒常的な業務を、安い労働力でまかなおうとする意味での短時間化・非常勤化の意図が
明らかである。さらに、組合員の多くは、自分の子どもを市内の小学校に通わせていた。より
よい学校給食を求める親の立場からしても、「調理員は正規職員で配置すべきだ」という結論
に達したのは当然といえよう。
　しかし、そのように業務本来の有りかたを考えることとは別に、ある組合員は自分の労働時
間を選びとろうとしている。
　　　「週四日制・月平均17日勤務で5万6千円余りという条件が、私の家庭（自営業）との
　　　調和の点であっていることが第一条件で応募し、どうにか受かり、勤務に着いて1ヶ月
　　　もしないうちに、　“おかしい”と感じはじめました。週四日が慣れないからと、週五日
　　　制になったのです。」56
　労働条件の一方的な変更は、労働者にとって死活問題となることがある。とくにこの場合の
ように、日中、通常6時間も拘束されると、「専ら」その職場に働いているといわざるをえな
い（専務的非常勤）。いや、三木市の場合などはアリバイ的に労働時間を短くする「擬似パー
ト（フルパート）」といえるだろう。しかし、現実には賃金が生活給に達しておらず、上記の
例のように家業を手伝うとか、複合就労するなどして補っている。そのような労働者にとって、
労働時間のように重大な条件を一方的に変更されることが、他の就業先との関係に甚大な影響
をもたらすことは、いうまでもない。
　たしかに正規職員のように兼業禁止規定はないが、実態からすれば、「賃金が安いから、兼
業するか、夫の扶養に入らざるをえない」のがパートの現実である。中谷さんは、パート調理
員になってから95年の阪神・淡路大震災まで、近くのレストランで、土・日と平日の夜間に、
ウエイトレスのアルバイトをしていた。1ヶ月間無給となることが長く続いたため、夏休みの
間の「首つなぎ」の意味もあって複合就労していたのである。複合就労とは、労基法の定める
1事業所で8時間などゆうに越えてしまう、長時間労働を意味する。パートの労働条件の劣悪
さとは、このような低賃金・長時間労働・社会保障のなさをいうのである。
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　しかし、そのような劣悪な条件をやむなく
受け入れても、女性が短時間の働き方を選び
とる理由は、それぞれの人の暮らしのあり方
とかかわっている。そして、その最大の理由
は「子育て」であるが、私は二つの点から、
このこと一「子育て」を理由にフルタイマー
として働かないこと一を、女性の側の労働の
放棄と考えない。一つには、すでにフェミニ
ズムの諸論が指摘しているように、　「子育
て」自体が女性によって担われる「アンペイ
ド・ワーク（不払い労働）」であるとする認
識に立つからであり、いまひとつはそれとか
かわって、男女労働者がともに家族的責任を
担いながら働きつづけられる社会を展望すべ
きだと考えるからである。
三木市学給労組合員の年収
　図表一5
（資料2p．36－38より平川作成）
　そのような展望からしても、フルタイマーとパートタイマーの「身分」上の格差；差別とい
わざるをえないほどの現実を変えていかなければならないが、三木市学給労の賃上げ要求の論
理としては、　「労働時間による正規職員との比例（時間按分）」を求めてきた。正規職員は8
：30～17：15の8時間勤務であるのに対し、中谷さんたちパート調理員は9：00～15：45の
6時間勤務である。現実の調理の過程では、食品の温度管理などの限られた業務以外は、正規
とパートの職員が同等に担ってきた。ゆえに、正規とパートの違いは労働時間だけであるとし
て、労働時間に比例する賃金を求めてきたのである。このような労働時間比例の原則は、IL
Oの各種条約の理念一同一価値労働同一賃金・パート差別の禁止・家族的責任を負う男女労働
者の差別禁止など一を踏まえたものである。
　その際、勤続年数に応じて正規職員の賃金表にあわせて時間比例すること、正規職員の年齢
別初任給基準表にあわせて3級8号から「在職者調整」をすることを実現してきた。「在職者
調整」は、正規職員の賃金との格差の是正を求めるものであり、組合側は正規職員と同等に実
年齢で計算することを求めているが、現在は勤続年数に応じるにとどまっている。それらの実
現のためには、徹夜の交渉や契約保留を含む長い闘争が必要だったが、20年の間に上のような
年収の増加を見ている（図表一5）。
　三木市学給労をはじめ多くの非常勤組合では、正規（常勤）職員と、「比例」で要求するこ
と（賃金・一時金や退職金等諸手当・有給休暇など）と、「同等」を要求すること（健康診断
・通勤手当・産前産後休暇・忌引休暇など）がある。このように、何を労働時間の比例で考え、
何を同等に要求していくかを考えることも、労働者としての自覚の中身を構成していくもので
ある。
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　賃金をめぐる交渉では、中谷さんは次のような論理をも持ち出している。
　学校給食調理員にたいして、国から地方交付税が出ている。その交付税（2000年度はひとり
あたり519万8000円）はパート調理員に支給される年収を（300～400万円）はるかに上回る額
である。ゆえに、市当局は本来パート調理員に支給するべき賃金をピンはねしている。新しく
建てた市庁舎（バブル期に新築された庁舎の例に漏れず、市民には贅沢だと評判が悪かった）
はそのピンはねした金を使っているに違いないから、庁舎内に学給労の組合事務室を便宜供与
せよ。…
　三木市学給労の団交は、灰聞するだに労使ともすさまじい内容なのだが、この例をひいたの
は、学校給食調理員の地方交付税を追及の材料にしているからである。賃上げを迫るために、
あらゆる情報を集めて自分たちの論理を構成しているからである。財源を追求し、権利を主張
している。
　処遇をめぐるこうした成果は、実は長い時間がかかっている。三木市学校給食調理員雇用状
況（資料2p．36－38）の表のその他の欄にあるように、解雇撤回闘争のあと、「ズボンー本」
しか取れなかった時期が続いた。しかし、組合員が「恐ろしいような職場だ」と労働安全上の
不安を感じ、現実に労働災害も「労働基準監督所が驚くほどの数」起こっていた職場の改善か
ら始まって、食材の向上、メラミン食器の導入反対など、学校給食を考える動きへとつながっ
ていった。時系列で見れば、そうした職場改善と職務内容の検討の積み重ねの上に、前述した
賃金の比例配分が実現している。
（3）パート労働運動を広げていく
　前項において、中谷さんの三木市学給労の中での活動を見てきたが、この項では中谷さんが
三木市学給労以外の組織・機関へと活動を広げ、組合員もまた活動の場を広げていくようすを
あとづける。
　82年に三木市学給労が結成されて以来現在まで、中谷さんは執行委員長をつとめている（2
年目は書記長）。86年、総評（当時）の第1回全国パート交流集会に参加した。このころから、
労働組合の連合体組織が、パートの組織化に取り組み始めたと見ることができよう。87年の第
2回交流集会では、座談会に加わっている。57
　三木市学給労は、88年に自治労に加盟し、中谷さんも自治労の上部団体の役員を担うことに
なる。90年12月には、明石、三木、加古川、尼崎、三田、芦屋の六組合で自治労兵庫県本部臨
時職員連絡協議会（臨職協）を作り、2ヶ月に一度の定例幹事会を開いていく。95年には、県
本部臨時・非常勤職員等評議会（臨職評）に移行し、事務局長だった中谷さんは自治労兵庫県
本部の執行委員となった。公務・民間を通じて、県レベルの組織でパートの執行委員をもつ組
織は極めて少ないものと思われる。
　92年に自治労は第1回臨時・非常勤・パート中央集会を開き、全国幹事会を持った。そのと
きから現在まで、中谷さんは全国幹事をつとめている。「日本最大の単産」といわれる自治労
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の中でも、臨時・非常勤・嘱託など「公務パート」は未組織の労働者が多い中で、中谷さんた
ち三木市学給労の具体的な成果が、多くの仲間を励ましている。
　そして、中谷さんは自治労運動だけでなく、コミュニティ・ユニオンにもかかわってきた。
コミュニティ・ユニオンは、日本の産業別の労働運動の中で、　「中小零細企業に働く労働者や
パート労働者・派遣労働者・外国人労働者などの労働相談を中心に活動する個人加盟の労働組
合」58である。未組織の労働者をふくめ「誰でも入れる労働組合」として80年代以降各地で結成
されている。91年には全国のコミュニティ・ユニオン　ネットワークが結成され、第1回の結
成大会を開いたが、中谷さんは神戸ワーカーズユニオンと武庫川ユニオンとともに、臨職評と
して参加した。その後、毎年コミュニティ・ユニオンの大会に参加し、また兵庫県内のコミュ
ニティ・ユニオン　ネットワークキャラバンにもかかわりつづけてきた。95年の阪神・淡路大
震災のとき、神戸ワーカーズユニオンは膨大な数の解雇問題に取り組んだが、そのような非常
事態においても、パートから先に解雇されたという。
　この年、宮崎で行われたコミュニティ・ユニオンの大会で「ILOにいって、日本のパート
差別の現状を訴えよう」ということになった。そして、96年に中谷さんを含めた16名がジュ
ネーブに向かい、ILO本部や国連人権センターなどを訪問し、カウンター・レポートを提出
した。そのなかで、中谷さんは次のようなレポートを書いている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　自治体労働者の闘い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（報告者）自治労兵庫県本部臨時・非常勤職員等評議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長　中谷紀子
　全国の自治体で働く嘱託、臨時、非常勤、パート等の非正規職員は、約23万5000人となって
います。これらの職貝は住民生活に密着した行政に従事し自治体行政推進に大きく貢献してい
るが脱法的任用した身分のため雇用不安、劣悪、差別的な賃金労働条件を強いられています。
法を遵守し差別をなくさなければならない自治体当局が自ら法を破り差別を温存拡大していま
す。1993年12月にパート労働法が施行されましたが地方公務員（非正規の非常勤職員等）につ
いては「該当法律によって労働条件は適正に保障されている。」として適用を除外されました。
しかし実態は働くものとしての権利を無視され差別されています。しかも改善を目指す我々の
前には政府や自治体の攻撃、自らの力量の弱さなど多くの課題や問題が立ちはだかっています。
1994年に採択されたパートタイム労働条約勧告を日本にはすでに適正な法律があるとして批准
していません。14年間も働いていた人が3月の契約更新時に産休に入り4月から働けないとし
て解雇になりました。ILOlO3号母性保護による条約が定められていますが日本政府は労働
基準法に規定されているとして批准されていません。明らかに労働基準法違反であるにもかか
わらず自治省は解雇ではなく雇用切れであるとしてこの問題を認めています。またある町では、
13年間嘱託職員として働いていた人が結婚して臨職に切り下げられ来年の雇用期間切れで首切
りを通告されました。これは明らかにILOIOO号条約や労働基準法4条違反でありながらこ
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のような無法がまだまだまかり通っているのです。それぞれの組合の闘いの中で職場復帰させ
たりしていますが組合に加入していなくてなくなくやめていった人が大勢います。日本政府は
脱法行為を黙認しています。ILOの強い指導を求めます。…後略…59
　中谷さんの視線は、日本全国の「公務パート」労働者にむけられ、その具体的な問題を指摘
している。そしてそれらが、地方自治体による国内法の脱法的運用の結果であり、それを黙認
し、国際的な条約による責務を回避しようとしている日本政府を厳しく批判している。また、
労働者自身の力量の弱さにも言及している。このように、ひとりひとりの労働者の力量から、
地方自治体・日本政府にまで及ぶ問題の所在を指摘し、改善や是正を求める力は、三木市学給
労・自治労兵庫県本部・自治労全国幹事という自治労組織のすべての段階において運動し、さ
らにコミュニティ・ユニオンとつながっていった中谷さんだからこそもちうるものであり、そ
うした運動の中に深く根を張った認識である。
　だが、ILOで直接聞いたのは「『日本の事情はよく分からないが、公務員は民間より条件
はよく、法律で保護されているはずだから国で解決しなさい』との答でがっくりしました」6°。
　2000年、中谷さんはニューヨークで開かれた世界女性会議に、コミュニティ・ユニオンのメ
ンバーとともにNGOで参加した。また同年、コミュニティ・ユニオンの全国幹事にもなり、
2001年のILO総会に向けて、再びパート労働問題でカウンター・レポートを提出する予定で
ある。
　中谷さんに、「なぜ、いろいろな組織に行って活動しようと思ったのか」と聞いたところ、
「三木の中だけでは解決できない問題だったから、県に行き、国に行った。でも、日本政府で
はダメやと思って、ILOに行った。」61という答えだった。これは、公務パートの現状を示す
言葉であるとともに、具体的な問題解決のためにつぎつぎと新しい道に挑んでいく中谷さんの
〈方法論〉をも物語るものであろう。
　また、こうも答えている。　「自分が動かないと誰も動かない。親組合も動かない。」62弁護士
や組合幹部など誰か〈専門家〉に頼んで「…してもらう」運動ではなく、また当局から与えら
れる権利を享受する姿勢でもない。しかし、中谷さんだけが動くのでもない。三木市学給労の
組合員アンケートに次のような回答があった。
　　　「三木学給労の書記次長をしていたときに、播磨ブロックなどの会議に出席して、自分
　　　たちの職場の事や、労働条件などの向上に、頑張っている仲間と共に行動して、組合活
　　　動の『大切さ』を改めて感じた。」63
　活動の広がりは、組合員ひとりひとりの認識の広がりに結びついている。
　中谷さんは小学校の給食調理室につけられた小さな休憩室で、限られた休み時間、職場の仲
間たちと話し合う。職場のことを、三木市のことを、世界のことを、自分たちの問題として。
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田　女性の主体形成としての意味
　これまで、中谷さんの活動をあとづけてきた。ここで、パート労働運動を通して中谷さんが
獲得してきたものを考えてみたい。
　「三木市学校給食調理員雇用状況」（資料一2）に満載されている諸権利はいうまでもない。
前章に見たように、それらは三木市学給労が具体的な行動によって勝ち取ったものである。そ
うした変革が、播磨ブロック・兵庫県本部・そして自治労全国幹事会に大きな影響を与えてい
る。「三木市で取れたのなら、わたしたちも」という効果である。現実には、個別労使関係の
中で「他の自治体でこうだ」ということはそれほど意味をもたないかもしれないが、運動全体
としての目標設定の意味は大きい。
　そのような、労働運動としての成果それ自体、女性労働の現状を変革していく大きな意味を
もつものである。
　本稿では、そのこととともに中谷さん個人の認識に注目する。
　もともと労働運動について知らなくて、　「組合はダンスパーティを主催するところ」と思っ
ていた中谷さんが、ILOに日本のパート労働の課題を提起している。「結婚したら仕事はや
めるものだ」と思っていた中谷さんが、複合就労し、労働運動を展開して働きつづけている。
この認識の変化を、主体形成の過程としてとらえよう。労働者としての主体、運動の担い手と
しての主体を、中谷さん自身が活動の中で自分の中に育てていく過程である。主体形成は、自
分と社会の関係をとらえる認識の変化の過程でもある。
　中谷さんの認識の変化は、必ず、組合員の認識の変化を伴っている。というよりも、個々の
パート労働者の「働きつづけたい」という思いが、中谷さんの認識を展開させ、活動のステー
ジを切り開いている。先のカウンター・レポートを見れば明らかである。P．フレイレがブラ
ジルの識字運動を通して論じたように、人間はたった一人で認識することはありえないし、ま
た、省察と行動が結びついたところにしか認識は生まれない。本稿では、三木市学給労の皆さ
んの文章とアンケートをもとに、運動を再構成したが、中谷さんが解雇撤回闘争のときに「間
違ったこというてないんやから徹底的に闘おうと思った」という確信は、おそらく非常にこま
やかな、組合員（他者）との関係一たとえば、中谷さんが帰れないとき、食事を作ってくれたこ
とにあらわされるような、日常性に支えられた共感一に裏付けられている。
　さらに、公務のパート労働運動独自の意味として、女性の行政への参加があげられるだろう。
男女共同参画基本法を含め、近年女性の参加・参画が盛んに求められているが、それらの議論
ではおおむね、意志決定の場として議会と管理職の女性率を問題にする。しかし、女性たちが
そもそも多い臨時職員・非常勤職員たちが、自治体行政を変えていく可能性も考えられるであ
ろう。
　三木市学給労では、国庫補助金の額まで調べ、国と自治体の関係をとらえようとしている。
あるいは、自分たちの職場の改善を学校給食そのものの改善へとつなげようとしている。　（そ
の際に持ち出される組合員の言葉が「子どもを学校に通わせている母親として」であることは、
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やはり、産まない女・産めない女・父親・子ども・親でない市民との連帯を阻むものだと思う。
しかし、三木市学給労の組合員の構成が100％女性という、ジェンダーのアンバランス、性別
職務分離の激しい職であることを考慮に入れるべきだろう。男性の調理員は増えつつあるが、
もし三木市学給労に男性がいたら、発言は違ったものであったと思う。）
　そのように考えると、女性の参加の意味が、　「参加か参画か」というような、ある種の権力
志向とは違った意味を帯びてくる。意志決定は、それぞれの持ち場で行われているのである。
パートにはパートの意志があり、そのことを実現するための方法論・戦術が、それぞれの職場
で練り上げられていくことが必要なのである。中谷さんにとっては、それが公務パートのカウ
ンター・レポートを携えてジュネーブへ飛ぶことであったといえるかもしれない。
おわりに
　本稿では、中谷さんが三木市学給労の活動をとおして、女性が働くことの意味を問い返し、
創り出していく過程をあとづけた。そのことを、おとなの女性の自己変革と社会変革にむかう、
認識の展開としてとらえようとした。中谷さんのパート労働問題に関する認識は、三木市学給
労の闘争に深く根ざすものであるので、組合員の考え方と関連付けて考察することを試みた。
　しかし、20年に及ぶ活動を支える本質的な組織論（労働組合とは何をするところか）、組合
活動における学習論などが、三木市学給労と三木市職員組合との関係や、播磨ブロックの広が
りで考察される必要がある。誰の、どのような目的意識のもとに、どのような働きかけがあっ
て、中谷さんや組合員の認識が作り出されたのかということが、労働組合の組織のあり方の問
題として検討される必要がある。
　そのことは、稿を改めて検討する予定であるが、そのさい、ジェンダーの視点から労働運動
・労働者教育論をとらえなおすことに取り組みたい。本稿においても一定の政策的な検討は試
みたが、労働運動における労働者教育論をジェンダーの視点で読み返すことも課題だと考えて
いる。
蓋2001年1月10日付毎日新聞によれば、政府・与党の公務員制度改革案のなかで、労働三権の
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　制度への言及はない。
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29ｽ名　　「最初の闘い」　前掲『議案書』Nα23
3° ｽ名　　「今回の労働闘争について感じた事」同前Nα21
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32ｯ前
33ｯ前Nα6
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a’6 ｺ岡まち子さん　アンケート
37R本愛子さん　アンケート
38?J紀子さん　アンケート
39n辺栄子さん　アンケート
4° ｯ前
4且 {田茂美さん　アンケート（下線は引用者）
42?J紀子　「苦しかった戦いを振り返って」　前掲『議案書』　（下線は引用者）
43O掲『議案書』Nα　4
44P999年、高度専門職に対して3年とする定めが付加された。
45囂o尚子さん　アンケート
46O掲「泣きねいりしません」P．20（下線は引用者）
47ｺ岡まち子さん　アンケート
48ｽ名　アンケートNa　3
49㍾F子さん　アンケート
5° ｽ名　アンケートNα13
51 ｽ名　アンケートNα3
52{脇一代さん　アンケート
53O掲「泣きねいりしません」P．21
54z偶者控除による逆転現象は配偶者特別控除（1987年）がつくられたことで解消し、税制上
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55O掲「泣きねいりしません」P．21
56ｽ名　前掲『議案書』Nα24
57 wコミュニティ・ユニオン　ネットワーク』
s8O掲「泣きねいりしません」P．23
59 wパートのおばさんILOへ行く一パートナー1751LO訪問団報告集一』1997年　p70～71
6° O掲「泣きねいりしません」P．23
6藍 Q000年10月29日　中谷さん宅　聞き取り
62ｯ前
63n辺栄子さん　アンケート
　厳しい闘争を控えた時期にもかかわらず、アンケートや面談による調査や、論文の作成の過
程に、こころよくご協力いただいた中谷紀子さん、三木市学給労の皆さん、中谷さんのご家族
の皆さんに、厚く御礼申し上げます。
なお、本研究は明治大学人文科学研究所個人研究によっている。
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〔資料1〕
三木市学校給食労働組合の皆さんへ
アンケート調査へのご協力のお願い
　平川景子と申します。すでに、今年のメーデーのデモで何人かの方にはお目にかかった
思います。わたしは社会教育とくに女性の学習について研究していますが、いま、中谷紀
子さんと三木市学給労について研究論文を書きたいと考えています。
　わたしは、東京都中野区で非常勤職員として7年間働いたのち、退職して大学の教員に
なりました。中野区で働いているあいだ、非常勤の労働運動をしてきましたが、その中で
中谷さんと知り合い、こんなに元気な女性がいるのかと驚かされ、また三木市学給労の運
動の成果に驚かされました。（会うたびに、「東京の団交は、おとなしいわ！」と、叱咤激
励されたものです）
　そこで、中谷さんが「専業主婦」からパート調理員になり、学給労の運動をつうじてど
のように変わっていったのか（あるいは変わらなかったのか）、また、女性が働くことと
労働者としての権利を考えることを可能にする仲間の関係について、考えたいと思いました。
　具体的には次のような構成を考えています。
パート労働運動における女性の主体形成
一その1　　自己形成史をとおして一
はじめに
1　本研究の目的
　　（1）社会教育研究における労働運動の位置
　　（2）自己形成史研究の意味
　　（3）「公務パート」とは何か
ll　中谷さんの自己形成史
　　（1）中谷さんの生い立ちと家族
　　（2）三木市学校給食労働組合の活動をとおして
　　（3）パート労働運動を広げていく
皿　転換の結節点
おわりに
一その2　　自覚化を可能にする関係一
はじめに
1　本研究の目的
皿　三木市学校給食労働組合の組織と関係
皿　家族とのかかわり
おわりに
一32一
　「その1」は、中谷さん個人のものの考え方を中心に、「その2」は三木市学給労で女
性たちのかかわりのあり方がどのようであったかということを中心にしたいと考えていま
す。
　また、この研究は2年計画で行っているので、「その1」を2000年度、「その2」を
2001年度に論文にまとめる予定です。
　今回、皆さんにアンケートをお願いしたいのは、中谷さんの仲間の組合員の方たちが、
労働運動をどのように考えているかを教えていただきたいと考えたからです。
　お忙しいなか、まことに恐縮ですが、ご協力くださいますようお願い申し上げます。
　アンケートの設問は、三木市学給労の定期大会議案書に書かれた皆さんの文章を読んで
考えたものです。ご回答は論文に引用させていただく場合がありますが、匿名でも記名で
も結構です。紙が足りない場合は、別の用紙にご記入いただいても結構です。また、ご回
答いただいたものについては、学給労の皆さんが読めるようなかたちにしたいと考えてい
ます。ご記入いただいた用紙は、お手数ですが返送用の封筒に入れてご投函ください。よ
ろしくお願い申し上げます。
　それから、わたしは退職後、中野区を相手取って「非常勤賃金差別」の民事訴訟を起こ
しました。最近、国家公務員の臨時職員の賃金差別について、損害賠償を認めた判決が出
たそうです。地方公務員でも賃金差別は許されないという判決を勝ち取りたいと思いま
す。　ご支援・ご協力をお願い申し上げます。
2000／10／30
平川　景子
連絡先　（略）
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2000／10
　三木市学校給食労働組合の
組合員の皆さんへのアンケート
1　よろしければ、お名前をお願いします。
2　パート調理員になった年と勤続年数を教えてください。
3　三木市学給労では、解雇撤回、12ヶ月雇用、賃金の比例、退職金など多くの成果を勝
ち取っていますが、ご自分にとってとくに大きな意味があったと思われることは何で
　しょうか。複数でも結構です。あわせて理由も教えてください。
4　三木市学給労の組合員について、「仲間がいてよかった」と思ったことがあれば教え
　てください。
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5　組合運動を通じて、労働組合に対する考え方は変わりましたか。　「変わった」という
方は、誰のどのような言葉・どんな活動に参加して変わったと思いますか。
6　組合運動を続けているなかで、ご家族との関係に変化がありましたか。
7　「女性が働きつづける」ということについて、今、どのようにお考えでしょうか。
8　組合活動をする前とあとで、市役所のしくみ・社会のしくみについて、考え方が変
　わった点はありますか。
ご協力ありがとうございました。平川景子
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???
〔資料2〕 出典：自治労三木市学校給食労働組合『第19回定期大会一報告と議案一12000年9月20日
ニヌ三　゜f∫　免　8 審酉理　 麗ア冨゜　轟、月己
項日／隼度 童980軍（S．55｝　　　も 1981年｛S，5611982年〔S．5711983年（S，58｝　　　　　層w1984年‘S．591985年‘S．6m1981輝（S．61）
名　　　　　称 パー　ト　翻理　員 バ　ー　ト調理　貝 バ　ー　ト　謂理　民 パー　ト　調理　員 バー　ト　調理員 バ　ー　ト　醐理　貝 バー　ト網理　鼠
履　嶋　期　間 9月1Ll～7月3H三1’11か闘屑m 11か月照川 五1か月雇用 11か丹屈哨 11か月嗣nl　， 口か月胤用
勤　楕　時　間 9：’O0～15：459：（，0～15：459；00～15：459：00～15；459：00～15：459：00～】5：459：00～i5：45
寅金〔時間給）
9月から@　　550円7月まで　　550円X月から　　　600円
7月まで
@　｝　600円9月から
7月まで　　　600F1
X月から　　　640円
7月まで　　　640円
X月から　　　660円
7月まで
@　｝　61～‘〕円9月から
7月まで
@　｝　‘浦‘）円9目から
箭金
豪年度ar噸x豆7日×l@xI71ヨx2日額XL7日Xl@x玉7日x2F噸x17日×1@xユ7i採2U翻x星71：1xl@x171．lx2ll額x171ヨxl@x17日x2El額Xk7E」xl@Xl9日x2日額x19日x1@×19Flx2
通　勤　手　当 職　員　と　同　し 職　鼠　と　同　じ 職　艮　と　同　じ 職　貝　と　同　じ 職　貝　と　問　し 職　鼠．と　同　じ 職　員　と　liq　じ1
退　　職　　金 な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し 」な　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　し　；
有　給　休　暇 な　　　　　し 1年を越えて5日1にを越えて661犀を越えて6日1fFを越えて6日1帰を越えて6日i犀を趣えで6［：1
私　砲　休　暇 照給　有　り 無給　有　り 無給有　り 無給　有　り 無給　有　り 無給　有　り 無給楠　り
忌　引　休　暇 無給　有　り 無始有　り 無給有　り 無給　朽・り 無給　有　り 無給　←1り　　　　無給有　り
生　理　休　暇 無始　有　り 無給　宵　り 無始　有　り 無給　有　り 無給　萄　り 無給　蕎　り 黒給有　り　　i
介　護　休　暇 無縫　有　り 無絵　有　り 無給　有　り 無　給　有　り 無給　有　り 無給　有　り 無給有　り
?
産前席後休暇 無給有n一前6週後8週無鮎有り一前6週後8遇 無緒有り一前6｝回後8週 無給有り一前6週後8週無給荷り一繭1遡後8週無給有り一前6週峻8週無結有勇一郁16週後8週’
育　児　休　暇 な　　　　　し な　　　　し な　　　　　し な　　　　し な　　　　　し な　　　　し 1　な　　　　し
災宮等特別休晴 無給　有　り 無絡　有　り 無給　有　り 無給　有　り 無給　梼　り 無給　脊　り 無納　有　η
社　．会　保　険 有　　　　り 有　　　　り 有　　　　り 衡　　　　り 有　　　　り 有　　　　り 有　マ［
窟　用　保　険 な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　　し な　　　　し な　　　　し　　　’な　　　　し
福　利　厚　生 な　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　し　1　な　　　し
健　康　診　断 な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し
業務止傷病 労　　災　　傑　　険 労　　災　　保　　険 労　　災　　保　・険 労　　災　　保　　険 労　　災　　保　　険 労　　災　　傑　　険 労　　災　　保　　険
そ　　の　　他 ローテーションのたあ
?ﾉバラバう
????????
人勧i聚結 人勘撫結
?pズボンのみで界給
@　　　なし
金物揖辰
｛1～　　　　収 約　　　7　5　万　円約　8　0　万　1「1約　9　0　万　円約　9　4　万　円約　9　7　ノ∫　円約　9　8　万　F弓
????
項目／　年度 1987隼（S．62） 1988隼（S．63｝1989年（旧） 1990年（H．2〕 1991隼（H．3｝ 1992年（闘．4） 正993年IH．5）
名　　　　　称 パー　ト　調理　員 バ　ー　ト調理貝 パー　ト調理　員 パー　ト　調理員 パ　ー　ト調理員 パー　ト調理　員 バー　ト調理貝
庸　用　期　闇 9月lrl～7月3正臼 11か月履用 1正か月履用 9月ll」～8月31ロ 12か月履用 12か月履用 止2か月綴用
勤　務　時　間 9：’00～15：459：00～15：459：00～15：459：00～15二459：00～且5：459：00～L5：459：00～15：45
賃金（時間給〕
7月まで　　　660円
X月から　　　680円
7月まで　　　680円
X肩から　　　710円
調系ξ　写ム8LO月から　　770
?
7月まで　　　770円
X阿から　　　840円
7月まで　　840円
X月から　　　920円
7月まで　　　920円
X月から　　1020円
7月まで　　且02〔珊
X月から　　il30円
奮寺金
琴年度ﾅ日額×L9日x1@x20日×2日額x（20＋1）×1@x〔20＋1x2嘱30円×｛20＋11x1＋8028円×20x2＋113‘10昏580円x20刈．5＋9500円x21×2．1＋5040＋2406円x20xO。4?Q0刈．6＋10000円×21x2．2＋320置「】 x20xO，4?Q1xL6寺1493←175円x21×2．2＋3395ひ351円x21xO45~21×L6＋1595昏213円×2LX2，2÷a395争361円
通　動　争　嶺 職　貝　と　同　じ 職　員　と　伺　じ 職　鼠　と　同　じ 職　貝　と　同　じ 職　員　と　同　じ 職　員　と　同　じ 職　貝　と　岡　じ
退　　職　　金 な　　　　　し な　　　　　し な　　　　　し ’9肛準度に確立する@　　と約架
交　　渉　　中 箋灘灘饗 有　　　　り
有　給　休　暇 1集を越えて6日1年を越えて8日1年を越えて8U1年を越えて8日1年を越えて10日1年を越えて五〇日 1年を越えてLO日
私　療　休　暇 無給　有　り 無給有　り 無給　有　り 無給（30日｝ 無給（30日） 無給（30日） 無給（1…0臼｝
忌　弓1休　暇 無給　有　り 配偶者2日．一親等1日配偶者2日、一親等1日奎臨百翠篁輪H　　　　　，z偶者、一親等5日、?e等3臼．三親等1口聾臨謹繍日 響蠣藤覇他潰と同じ
生『 掾@休　暇 無給　有　り 無給有　り　　　　無給　有　り 無給　有　り 無給　有　り 無給有　り 無給有　り
介　護 休　暇！ 無給　有　り 無　給　有　り　　i　無　給　有　り 無給　有　り 無給有　り 無給　有　り 無総有　り
産前滝後休暇 無給有り一前6週復8週無給有り一前6週後8週　無給有り一前6週後8週無給有り一前6週後8週無給有り一前6週後8週無給有り一前6週後8週鱒台剤一前〔遡後9週
育　児　休　暇 無給　衡　り 無　給　有　り　　　　無　給　有　り 無給　有　り 無給　有　り 無給有　り 無給　有　り
災富等特別休暇 無紬　㍍　り 無給　有　り 無給　有　n 無給　有　り 無給有　り 無給有　り 無給　有　り
祉　会　保　険 有　　　　　り 有　　　　　り 有　　　　り 有　　　　り 有　　　　り 荷　　　　り 有　　　　り
儲　用　保　険 有　　　　り 有　　　　り 有　　　　　り 何　　　　り 有　　　　　り 奮　　　　り 有　　　　り
福　判　珂〔　生 な　　　　　し 660‘）円 6600円840四x12篇@　10080円920円x12＝@　nO40円102‘）円×12＝@　12240円U30Fqx12＝@　13560円健　康　診　断 8　月　突施 8　月　実施 8　月　i葵施 8　月　実施 8　月　実施 8　月　実施 8　月　喫施
そ　　の　　他 メラミン食器に変唾 護驚灘擁・自治労加盟 星鼎瓶束 構銀騨驚自働 8月夏休7日．5酬渤4彫日付け退職金制度@　　　導入
年　　　　　　収　約　L　O　1　万　円約　1　0　6　万　円　約　I　L　3　万　円約　1　3　0　万凹約　匙　4　7　万　円 約　1　6　0　万円約　18’5　万円
???
? 1994　（H．6） 1995　（H．7） 1996　（H．8） 1997　（H9） 1998　（H．10） 1999　（H．11） 2000　（H．12）
パート調理 パート　理員 パート調理 パート調瑳員 パート　理員 パート　理 パート　理員
用 9月1B～8月31日 12月　用 12ケ月雇用 12ケ月　用 り2ケ月雇 12ケ　　用 12月　朗
勧　　時 9：00～15：459；00～15：459：00～15：459：00～15：459：00～15：459：00～15：459：00」》15：45
賃金（時間給）
3月まで　　1130円
S月から　1210円
X月から　1320円
3月まで　1320円
S月から　1390円
X月から　1470円
3月まで　1470円
S月から　1560円
X月から　1650円
4月から　1680円
X月から　1780円
P0月から　1830円
3月まで　1830円
S月から　1880円
P0月から　1920円
3月まで　1940円
S月から　1990円
P0月から　2070円
3月まで　1950円．2080円
S月から　2080円，2230円
CO月から　　　　2290円
一時金
年度末
ﾄ　季
N　末
×21xO，45
~21x胎＋1773＋331円
?Q1　x　22＋4114＋1182円
x21　xα45
?Q1xt6＋1792や5，4昏670
?Q 　x　2．2＋3841＋150σ＋
@　　　　　1575円
x21xO．45
~22x1，6
?Q2x2．2　x　1．05
@　　　（鶉配分）
x22xO．45x1．05
?Q2x1．6x1，05＋1956
?Q2x2．2x1．05＋4109＋
@　　　　　486円
x22xO．5xtO5
?Q2　x　1．65期．05＋1997＋366
~22x22x1．05＋3902＋352
x22xO．5xtO5
?Q2x1．65x1．05＋1815←366
?Q2　x　22　x　1ゆ5＋3693
x22xO．25×1．05
≠Q2x1．55　x　1．05÷2096
?Q2　x　2，05　x　1．05
勤手当 員と同じ 職　と同じ 職員と同じ と同じ 職員と同じ と同じ 員と同じ
退　職　金 時給x6Hx20日x勧続年数
?P0年乗満α6、10年～
Q0年未・0，720年～α8
有　　　り 有　　　り 有　　　り 有　　　り 有　　　り 有　　　り
給 規用者6ヵ月一重0日 6カ月を超えて10日 6ヵ　を超えて10日 6ヵ月を超えて10日 6ヵ月を超えて10日 6ヵ月　超えて10日 6ヵ月を超えて10日
無給（60日） 無給（60日） 無給60日） 無給（60日） 無給60目） 無給（60日） 無給（60日）
忌引休暇 配偶者10日、一親等（ヵ黶j血族7日』姻族3日
i子）血族5日姻族1日
ｼ職員と同じ
職員と同じ 職員と同じ 職員と同じ 職員と同じ 職員と同じ 職員と同じ
生理 無給　　り 無　　　　り 無　　有り 無　　　　り 無　　　　し 無　　　　り 無給　　り
無給　　り 無　　　　り 無　　　　り 無　　有り 無給　　り 無　　有り 無　　　　り
産1 無給有り一前6週　8° 無給有り一前6週後8週無給有り一　6週　8 無給有り一前6週後8週無給有り一書6週　8週無給有り一16週後8週無　有り一　6週　8遷
児 無給　　り 無　　　　り 無給　　り 無　　有り 無　　　　し 無　　　　り 無　　　　り
災害等
? 無給有り 無　　　　り 無　　有り 無　　　　り 無　　　　5 無　　　　り 給有り
会
?
有　　　り 有　　　り 有　　　り
? ? ?
用
? ? ?
有　　　り
?
有　　　り
?
福利厚生 1，320円×12＝
@　　　　15．840円
1，470円x12＝
@　　　　17640円
1，630円xで2＝
@　　　　19，560円
21ρ00円 21，000円 21．000円 21，000円
健 8 8月実施 8月　　施 8月実施 8月実施 8月　　施 8　　実施
そ　の　他 介護休暇無給だが
@　　　　制限なし
卒粟式1臼
^動会1日1出勤
?ﾃ休暇（診断書2週間
@以上3臼有給）
組合休暇30B
X月より行政職　3－8
X舘配分5％支給
l勧分4月遡及3－7
9月より行政職
@　　賃金表3－10
P0月より　　3－11
ﾄ季一時金α05月プラス
4月より行政職
@　　賃金表3－12
P0月より　　3－13
N度末一時金005月プラス
4月より行敵職賃金表
@　3－13、3－14
P0月より　4－12
4月より行政職賃金表
@　　　3－14、4－13
P0月より　　　　4－14
齊梛焜ｿ25月削減
Q080時間→2000時聞
収 約215万円 ・250万円 約290万円 約318万円 約350万円 355万、約370万円・365万、約390万円
